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特定非営利活動法人  日本トラウマ・サバイバーズ・ユニオン

事業の成果 

特定非営利活動法人日本トラウマ・サバイバーズ・ユニオン（JUST）は、令和７年度において、前年度に引き続きミーティングと無料電話相談（ホッ

トライン）を行い、さまざまな心の問題を抱える人に対応した。 

 

令和５年度の主な活動内容は、以下の通りである。 

 

（１） 電話相談事業（ホットライン） 

当法人設立以来継続している事業の一つである。当年度の無料電話相談（ホットライン）の総件数は、732 件であった。年度末時点の相談

員は 10 名である。 

 

（２） サバイバー体験の分かち合いの場としてのミーティング活動事業 

○（自助グループ）安全な場として、お互いの話を批評、批判しない「言いっぱなし、聞きっぱなし」形式を原則とする分かち合いは、ミーティング

活動として電話相談事業同様、当法人設立以来継続している。年間の参加者数はおよそ 3,000 名であった。年度末時点の活動グループ数

は 20 グループである。Zoom を利用したオンラインによるミーティングを含む。 

○月１回日曜日午後に による「JUST さいとうミーティング・オンライン」を実施した。当年度 12 回開催し延べ参加者数は、407 名で

あった。 

〇ほぼ毎週月曜午後に によるミーティング「JUST 倶楽部 with 齊藤學」を開催した。当年度 40 回開催し、延べ参加者数は約 400 名

であった。 

 

（３） 講演会・ワークショップ等の社会教育・広報活動事業 

   令和６年１１月より、YouTube チャンネル「さいとう対談」を今後収益化するための試験運用としてパートナーシッププログラムに登録した。現在、

毎月２.5 万円超の収益となっている。 

 

（４） 会報の発行及び、刊行物等の発行に関する事業 

会員向けの会報である「JUST 通信」は、当年度年 6 回（124～129 号）の発行を行った。 

 

（５） 個々の事業に必要なボランティアの受け入れ、及び必要とされる人材の養成事業 

 特になし。 

 

（６） 関連諸団体との情報交換、連絡調整及び協力活動事業 

 各グループ、各メンバーにおいて、適宜情報交換等を実施 

 

（7） 面会交流支援事業 

 面会交流実施に関する相談や、面会交流への同行等の支援を実施。 

 

（8） 前項（１）～（7）の事業を行うための募金活動事業 

 会報、ホームページ等で適宜実施している。原則として一般向けに行っているミーティング活動でも、献金の呼びかけをしてきた。 

 

（9） その他この法人の目的達成に必要な事業 

 事務局スペースを、問題を感じている当事者等がいつでも立ち寄れる場として、一定時間開放している。 家賃値上げに伴い１月に退去、現

在は芝公園のコワーキングスペースを事務所として利用している。

令 和 7 年 度 事 業 報 告 書

第１号議案 令和 7 年度事業報告書 



２ 事業の実施に関する事項 
（１）特定非営利活動に係る事業              （事業費の総費用【3,504】千円） 
定款に記載 
された 
事業名 

事業内容 日時 場所 
従事

者 
人数 

受益 
対象者 
範囲 

受益 
対象者 
人数 

事業費 
（千円） 

1.電話相談事業

ホットライン（ピア・カウンセリング） 

ボランティアメンバーが、全国から同

じような悩みに苦しんでいる方々の

声を対等な立場で聴く。

週 ８ 時 間

前後

事務局（港

区） 

クラウドホン

による自宅

受電

10 人 全国 
年間のべ

732 人 
382 

2.生存者体験の

分かち合いの場

としてのミーティン

グ活動事業

「言いっぱなし、聞きっぱなし」を原

則とし、仲間と自身の体験や感覚を

分かち合う。 

週８回 

前後 

事務局、ＰＩＡＳ麻布コ

レクティヴスペース、公

共施設（港区、町田

市）ほか 

オンライン（zoom） 

16 人 全国 
年間のべ

約 2,000 人
622 

3.講演会・ワー

クショップ等の

社会教育・広報

活動事業

Youtub 対談 随時配信
家族機能研

究所等 
3人 全国 

登録者 

1,550人 
127

4.会報の発行及

び、刊行物等の

発行に関する事

業 

･ 会報の発行 124号～129号 

･ 電子書籍等刊行 随時 

事務局（港

区）、リモ

ート制作 

3人 全国 約200人 134

５．個々の事業に必要なボランティアの受け入れ、及び必要

とされる人材の養成事業        実施無し 
― ― ― ― ― 0 

6. 関連諸団体

との情報交換、

連絡調整及び協

力活動事業 

・関係団体、自助グループ等との

情報交換、相互協力(情報発信等) 随時 各所 1人 全国 ― 0 

7.面会交流支援

事業 

別居・離婚後の家族が、中立な第

三者の仲介のもと、子どもにとっ

て安心できる環境で面会交流が実

施できるよう支援する 

随時 各所 4人 関東 14人 1553 

8.前項 1.～7.の

事業を行うため

の募金活動事業

ミーティング参加者への献金呼び

かけ等 随時 ― ― ― ― 0 

9. その他この

法人の目的達成

に必要な事業 

いつでも立ち寄れる場としての事

務局開放 

昼間 事務局 
3人 全国 

のべ 

約600人 
686 

 
（２）その他の事業 
実施なし。 



第２号議案　令和７年度　決算報告書　         

書式第１３号（法第２８条関係）

令和７年度　活動計算書（その他事業がない場合）
特定非営利活動法人日本トラウマ・サバイバーズ・ユニオン

（単位：円）
科 目 金　　額 小計・合計

【Ａ】　経　常　収　益
 １　受取会費 1,145,800

正会員受取会費 正会員受取会費 977,800
賛助会員受取会費 賛助会員受取会費 168,000

 
 ２　受取寄附金 1,384,058

受取寄付金 受取寄附金 1,384,058
 
 
 ３　受取助成金等 0

受取助成金 受取助成金 0
 
 
 ４　事業収益 3,220,646

ミーティング事業収益 ミーティング活動事業収益 1,349,868
講演会・ワークショップ事業収益 社会教育・広報活動事業収益 284,402
会報刊行物発行事業収益 会報・刊行物発行事業収益 35,016
面会交流支援事業収益 面会交流支援事業収益 1,551,360

 ５　その他の収益 3,699
受取利息 受取利息 3,665
雑収入 雑収入 34
経　常　収　益　計 5,754,203
【Ｂ】　経　常　費　用
１　事業費
（１）人件費 0

（２）その他経費 3,504,134
仕入高 仕入高 0
印刷製本費 印刷製本費 0
旅費交通費 旅費交通費 78,218
荷造運賃 荷造運賃 0
通信費 通信費 396,150
消耗品費 消耗品費 26,196
事務用品費 事務用品費 18,634
水道光熱費 水道光熱費 56,470
新聞図書費 新聞図書費 26,362
会議費 会議費 26,608
支払報酬料 支払報酬料 1,914,932
支払手数料 支払手数料 60,789
地代家賃 地代家賃 833,100
賃借料 賃借料 5,000
保険料 保険料 3,474
福利厚生費 福利厚生費 19,175
租税公課 租税公課 0
減価償却費 減価償却費 8,742
衛生管理費 衛生管理費 28,580
雑費 雑費 1,704

事業費計 3,504,134
２　管理費
（１）人件費 0

（２）その他経費 1,142,359
印刷製本費 印刷製本費 0
旅費交通費 旅費交通費 53,938
荷造運賃 荷造運賃 320
通信費 通信費 188,494
消耗品費 消耗品費 5,366
事務用品費 事務用品費 66,845
水道光熱費 水道光熱費 37,646
会議費 会議費 6,652
支払報酬料 支払報酬料 2,000
支払手数料 支払手数料 168,672
地代家賃 地代家賃 555,400
保険料 保険料 2,316
福利厚生費 福利厚生費 12,784
租税公課 租税公課 18,700
減価償却費 減価償却費 3,747
衛生管理費 衛生管理費 19,054
雑費 雑費 426

管理費計 1,142,359
経　常　費　用　計 4,646,493
当　期　経　常　増　減　額　【Ａ】－【Ｂ】　・・・① 1,107,710
【Ｃ】　経　常　外　収　益

固定資産売却益 固定資産売却益 0
過年度損益修正益 過年度損益修正益 0

 
経　常　外　収　益　計 0
【Ｄ】　経　常　外　費　用

雑損失 雑損失 0
災害損失 固定資産除却損 50,288
過年度損益修正損 過年度損益修正損 0
経　常　外　費　用　計 50,288
当　期　経　常　外　増　減　額　【Ｃ】－【Ｄ】　・・・② -50,288
税　引　前　当　期　正　味　財　産　増　減　額　①＋②　・・・③ 1,057,422

法人税、住民税及び事業税　・・・④ 0
前期繰越正味財産額　・・・⑤ 5,420,454

次　期　繰　越　正　味　財　産　額　③－④＋⑤ 6,477,876

事 業 報 告 用



書式第１５号（法第２８条関係）

令和７年度　貸借対照表
特定非営利活動法人日本トラウマ・サバイバーズ・ユニオン

（単位：円）
科 目 金　　額 小計・合計

【Ａ】　資　産　の　部
１　流動資産

3,339,574
現金預金 3,284,008
売掛金 55,566

流動資産合計　・・・① 3,339,574
２　固定資産
（１）有形固定資産 3,935,472
土地 3,898,000
建物 37,472

（２）無形固定資産 0

（３）投資その他の資産 0

固定資産合計　・・・② 3,935,472

【Ａ】資　産　合　計　①＋② 7,275,046

【Ｂ－１】　負　債　の　部
１　事業費流動負債

1,010,641
未払金 564,141
前受金 346,500
仮受金 100,000

流動負債合計　・・・③ 1,010,641
２　固定負債

0

固定負債合計　・・・④ 0
負　債　合　計　③＋④ 1,010,641
【Ｂ－２】　正　味　財　産　の　部

前期繰越正味財産額 5,206,983
当期正味財産増減額 1,057,422

正　味　財　産　合　計 6,264,405

【Ｂ】　負　債　及　び　正　味　財　産　合　計　【Ｂ－１】＋【Ｂ－２】 7,275,046

事 業 報 告 用



書式第１７号（法第２８条関係）

令和７年度　財産目録
特定非営利活動法人日本トラウマ・サバイバーズ・ユニオン

         （単位：円）
科 目 金　　額 小　　計 合　　計

【Ａ】　資　産　の　部
１　流動資産

3,339,574
現金預金 3,284,008

手元現金 36,790
ゆうちょ銀行振替口座（事業用）　 23,630
ゆうちょ銀行振替口座（会費用 563,158
りそな銀行　麻布支店　普通　 218,554
三菱ＵＦＪ銀行　麻布支店　普通　 1,958,001
PayPal 11,424
ＧＭＯあおぞらネット銀行　法人営業部　普通　 0
楽天銀行　第四営業支店　普通　 472,451

売掛金 55,566
面会交流支援事業収益未収入金 55,566

流動資産合計　・・・① 3,339,574
２　固定資産
（１）有形固定資産 3,935,472

土地 3,898,000
我孫子物件（アパート敷地） 3,898,000
　千葉県我孫子市根戸字北ノ内1801番地1 ほか２筆

建物 37,472
我孫子物件（アパート１室） 37,472
　千葉県我孫子市根戸字北ノ内1801番地1　サンモール北柏105

（２）無形固定資産 0

（３）投資その他の資産 0
0

固定資産合計　・・・② 3,935,472

【Ａ】資　産　合　計　①＋② 7,275,046

【Ｂ－１】　負　債　の　部
１　事業費流動負債

1,010,641
未払金 564,141

経費未精算額（報酬、郵便後納ほか） 37,431
面会交流支援事業　未精算額（2025.1月以後分報酬・経費） 526,710

前受金 346,500
2026年度分年会費　正会員 289,000
2026年度分年会費　賛助会員 57,500

仮受金 100,000
会員未精算金 100,000

流動負債合計　・・・③ 1,010,641
２　固定負債

0

固定負債合計　・・・④ 0

【Ｂ－１】負　債　合　計　③＋④ 1,010,641

【Ｂ－２】正　味　財　産　合　計　【Ａ】－【Ｂ－１】 6,264,405

事 業 報 告 用



書式第１６号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人日本トラウマ・サバイバーズ・ユニオン特定非営利活動法人日本トラウマ・サバイバーズ・ユニオン

１． 重要な会計方針
　　 　計算書類の作成は、NPO法人会計基準（2010年7月20日　2017年12月12日最終改正　NPO法人会計基準協議会）

によっています。

　 固定資産の減価償却の方法
建物　旧定額法によっています。
工具器具備品　定率法によっています。
消費税等の会計処理
税込方式によっています。

２． 事業別損益の状況
電話相談事業収益ミーティング事業収益講演会・ワークショップ事業収益会報刊行物発行事業収益面会交流支援事業収益その他事業収益 （単位：円）

電話相談事
業

ミーティン
グ活動事業

社会教育・広
報活動事業

会報・刊行
物発行事業

面会交流支
援事業

その他目的達成
に必要な事業

事業部門計 管理部門 合計

Ⅰ　経常収益
受取会費 0 1,145,800 1,145,800

正会員受取会費 正会員受取会費 977,800
賛助会員受取会費 賛助会員受取会費 168,000
受取寄付金 受取寄附金 0 1,384,058 1,384,058
受取助成金 受取助成金等 0 0 0 0 0 0 0 0 0

事業収益 0 1,349,868 284,402 35,016 1,551,360 0 3,220,646 0 3,220,646
その他収益 0 3,699 3,699

経常収益計 0 1,349,868 284,402 35,016 1,551,360 0 3,220,646 2,533,557 5,754,203
Ⅱ　経常費用

人件費
･･････････
人件費計 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他経費

仕入高  仕入 0 0 0 0 0 0 0 0 0
印刷製本費  印刷製本費 0 0 0 0 0 0 0 0 0
旅費交通費  旅費交通費 0 0 3,800 0 74,418 0 78,218 53,938 132,156
荷造運賃  荷造運賃 0 320 320
通信費  通信費 215,436 53,859 0 126,855 0 0 396,150 188,494 584,644
通信費  日本郵便 0 126,855 126,855 73,082 199,937
通信費  （電話・IT） 215,436 53,859 269,295 115,412 384,707

消耗品費  消耗品費 0 2,620 18,338 2,620 0 2,620 26,196 5,366 31,562
事務用品費  事務用品費 6,906 6,906 0 4,821 0 0 18,634 66,845 85,479
水道光熱費  水道光熱費 9,412 9,412 0 0 0 37,646 56,470 37,646 94,116
新聞図書費  新聞図書費 26,362 26,362 0 26,362
会議費  会議費 0 6,651 0 0 0 19,956 26,608 6,652 33,259
支払報酬料  支払報酬 0 390,699 50,000 0 1,474,233 0 1,914,932 2,000 1,916,932
支払手数料  支払手数料 3,080 0 55,000 0 2,709 0 60,789 168,672 229,461
地代家賃  地代家賃 138,850 138,850 0 0 0 555,400 833,100 555,400 1,388,500
賃借料  賃借料 0 5,000 0 0 0 0 5,000 0 5,000
保険料  保険料 0 0 0 0 0 3,474 3,474 2,316 5,790
租税公課  租税公課 0 0 0 0 0 0 0 18,700 18,700
減価償却費  減価償却費 0 0 0 0 0 8,742 8,742 3,747 12,489
衛生管理費  衛生管理費 4,859 4,763 0 0 0 18,863 28,580 19,054 47,634
福利厚生費  福利厚生費 3,260 3,196 0 0 0 12,656 19,175 12,784 31,959
雑費  雑費 0 0 0 0 1,193 511 1,704 426 2,130

 その他経費計 381,802 621,956 127,138 134,295 1,552,553 686,231 3,504,134 1,142,359 4,646,493
 経常費用計 381,802 621,956 127,138 134,295 1,552,553 686,231 3,504,134 1,142,359 4,646,493

 当期経常増減額 △ 381,802 727,912 157,264 △ 99,279 △ 1,193 △ 686,231 △ 283,488 1,391,198 1,107,710

３． 施設の提供等の物的サービスの受入の内訳
（単位：円）

内容 金額
該当なし

算定方法

令和7年度　　計算書類の注記

（１）

（2）

科目

 １．

 ２．

 ３．

 ４．

 ５．

（１）

（２）

事 業 報 告 用



４． 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳（正味財産の増減及び残高の状況）は以下の通りです。
当法人の正味財産は　　　円ですが、そのうち　　　円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は　　　円です。

（単位：円）
期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

該当なし

合計

５． 固定資産の増減内訳
（単位：円）

期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産
土地 3,898,000 3,898,000 3,898,000
建物 1,249,000 1,249,000 △ 1,186,550 62,450
工具器具備品 110,030 110,000 0 0 0

無形固定資産
･･････････

投資その他の資産

合計 5,257,030 0 110,000 5,147,000 △ 1,186,550 3,960,450

６． 借入金の増減内訳
（単位：円）

期首残高 当期借入 期末残高

７． 役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

計算書類に
計上された

金額

内、役員と
の取引

（活動計算書）
該当なし

活動計算書計

（貸借対照表）
該当なし

貸借対照表計

８．

　・　事業費と管理費の按分方法

科目

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事
項

　各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、通信費、消耗品費、事務用品費、水道光熱費、会議費、地代家賃、保険
料、衛生管理費、雑費については、各科目計上額の全部または一部につき、従事割合に基づき按分しています。

内容 備考

科目

科目
該当なし

合計



書式第１８号（法第２８条関係） 

事 業 報 告 用

令和７年度年間役員名簿 
（前事業年度において役員であったことがある全員の氏名および住所または居

所ならびにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名

簿）

特定非営利活動法人 日本トラウマ・サバイバーズ・

ユニオン    

１ 確認事項（法第２０条及び第２１条を確認の上、チェックを入れてください。） 

☑以下の役員には、欠格事由者が含まれません。（法第２０条関係） 

☑各役員について、親族の規定に違反していません。（法第２１条関係） 

２ 役員一覧 

役 名 
どちらかに○

（フリガナ） 前事業年度内の 

就任期間 
報酬を受けた期間
（該当者のみに記入）氏 名 

１ 理事・監事
ｻｲﾄｳ ｻﾄﾙ 2024年 ４月 １日 

～ 

2025年 ３月３１日

  年  月  日

～ 

年  月  日齊藤 學 

２ 理事・監事
ｻｲﾄｳ ﾏｺﾄ 2024年 ４月 １日 

～ 

2025年 ３月３１日

  年  月  日

～ 

年  月  日斉藤 誠 

３ 理事・監事
ｲｼｶﾜ ﾄｵﾙ 2024年 ４月 １日 

～ 

2025 ３月３１日 

  年  月  日

～ 

年  月  日石川 達 

４ 理事・監事
ﾋﾗｶﾜ ｶｽﾞｺ 2024年 ４月 １日 

～ 

2025年 ３月３１日

  年  月  日

～ 

年  月  日平川 和子 

５ 理事・監事
ﾆｼﾔﾏ ﾋﾄｼ 2024年 ４月 １日 

～ 

2025年 ３月３１日

  年  月  日

～ 

年  月  日西山 仁 

６ 理事・監事
ｸﾏｶﾞｲ ﾏｻﾕｷ 2024年 ４月 １日 

～ 

2025年 ３月３１日

  年  月  日

～ 

年  月  日熊谷 雅之 

７ 理事・監事
ｲﾁﾊﾞ ｼﾞｭﾝｺ 2024年 ４月 １日 

～ 

2025年 ３月３１日

  年  月  日

～ 

年  月  日一場 順子 

８ 理事・監事
ｶﾜﾑﾗ ﾕﾘ 2024年 ４月 １日 

～ 

2025年 ３月３１日

  年  月  日

～ 

年  月  日川村 百合 

９ 理事・監事
ﾃﾂﾞｶ ｲﾁﾛｳ 2024年 ４月 １日 

～ 

2025年 ３月３１日

  年  月  日

～ 

年  月  日手塚 一朗 



書式第４号（法第１０条・第２８条関係） 

社員名簿（社員のうち１０人以上の者の名簿）

特定非営利活動法人 日本トラウマ・サバイバーズ・ユニオン 

氏   名 

１

竹口 博雅 

２

進藤 啓子 

３

川﨑 章子 

４

荒木 弥栄子 

５

森 由美子 

６

押田 宏美 

７

納本 万紀 

８

東谷 ひとみ 

９

湯野川 るみ子 

10

髙橋 麻美 

11

  

12

  

設立・事業報告用



書式第４号（法第１０条・第２８条関係） 

社員名簿（社員のうち１０人以上の者の名簿）

特定非営利活動法人 日本トラウマ・サバイバーズ・ユニオン 

氏   名 

１

村上 あずみ 

２

杉浦 善朗 

３

辻 佐矢子 

４

岸 美穂子 

５

一瀬 純子 

６

橘田 さゆり 

７

笠井 美由紀 

８

三田 武史 

９

  

10

  

11

  

12

  

設立・事業報告用




